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１ 地籍調査について

地籍調査とは、国土調査法（昭和 26 年６月１日法律第 180 号）に基づく国

土調査の一つです。筆ごとの土地について、所有者、地番及び地目の調査並び

に境界及び地積に関する測量を行い、その結果について地図及び簿冊を作成す

ることを言い、主に市町村が主体となって実施しています。

なお、地籍調査の“地籍”とは、一筆ごとの土地に関する所有者、地番、地

目、境界及び面積の記録です。土地を示す固有の情報であり、人における「戸

籍」と同様のものと言えます。

その調査成果は登記所に送られ登記簿や地図が更新されるとともに、様々な

行政事務の基礎資料として活用されています。

２ 優先実施地区の選定の背景と目的

地籍調査の実施により、土地境界のトラブル防止や土地取引の円滑化、災害

復旧の迅速化に寄与するなどのメリットがあります。平成 23 年３月に発生した

東日本大震災では、津波により甚大な被害を引き起こしましたが、東北地方は

地籍調査が比較的進んでいたため、復旧・復興活動に際し、地籍調査の成果が

大きく貢献し、全国的にも地籍調査の重要性が再認識されました。

岡崎市（以下、「本市」という。）では地籍調査事業進捗状況のとおり災害の

発生が危惧される地区について地籍調査を実施していますが、地区を選定する

にあたって明確な方針等がありませんでした。

本市における地籍調査は、広大な調査面積を有し、長期間にわたる事業とな

ります。本市においては地震、風水害（豪雨、暴風、洪水、竜巻）、土砂災害な

どの大規模自然災害で甚大な被害が発生する懸念があり、災害に対する復旧・

復興対策として、災害リスクの高い区域を優先的に地籍調査が実施できるよ

う、災害の種類、発生リスクを考慮するとともに地籍調査を実施中及び実施済

みの区域との面的連続性の効果を考慮し優先実施地区を選定するものです。

３ 本市の地籍調査事業進捗状況 （別図参照）

⑴ 鴨田地区

実施面積 0.48 ㎢

実施期間 平成 27 年～平成 28 年

選定理由 土砂災害警戒区域（土砂災害特別警戒区域、地すべり防止区域）

⑵ 矢作１地区

実施面積 0.44 ㎢

実施期間 平成 29 年～令和元年

選定理由 浸水想定区域

⑶ 元能見地区

実施面積 0.15 ㎢

実施期間 平成 29 年～令和４年

選定理由 浸水想定区域

⑷ 伊賀地区

実施面積 0.37 ㎢



実施期間 平成 29 年～令和３年

選定理由 浸水想定区域、土砂災害警戒区域（土砂災害特別警戒区域、

地すべり防止区域）

⑸ 明大寺１地区

実施面積 0.17 ㎢

実施期間 平成 29 年～令和３年

選定理由 土砂災害警戒区域（土砂災害特別警戒区域、地すべり防止区域）

⑹ 明大寺２地区

実施面積 0.26 ㎢

実施期間 平成 30 年～令和３年

選定理由 土砂災害警戒区域（土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩落危

険区域）

⑺ 六供１－１地区

実施面積 0.19 ㎢

実施期間 令和３年～令和６年（予定）

選定理由 土砂災害警戒区域（土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩落危

険区域）

⑻ 久後崎１地区

実施面積 0.08 ㎢

実施期間 令和４年～令和７年（予定）

選定理由 浸水想定区域

４ 今後の実施地区選定について

⑴ 実施個所について

ア DID 地区

人的資源や費用の投入に対して、得られる効果がより大きいと考えられる

ため DID 地区（人口集中地区）で実施するものとします。

イ 土地区画整理事業実施区域外

第７次国土調査事業十箇年計画では、土地区画整理事業実施区域は一定

程度地籍が明確化されているため優先度の低い地域とされていることか

ら、土地区画整理事業実施区域（実施中を含む）は除きます。

以上、ア、イにより、市内 DID 地区内の土地区画整理未実施区域を実施

候補予定地として大きく 35 の地区に区域分けをしました。（別図参照）

⑵ 優先地区とする項目について

令和３年２月に策定された岡崎市地域強靱化計画では本市に被害が生じる大

規模自然災害等を、地震、風水害（豪雨、暴風、洪水、竜巻）土砂災害、異常

渇水等を想定するリスクの基本としているため、以下の各項目に該当する場合

１点を加点し、高得点区域を優先地区とします。

なお、本市の南海トラフ地震で予測震度が６強以上の区域と液状化危険度

が極めて高い区域は、河川洪水浸水想定区域と概ね重なるため個別での項目

は設けていません。



① 面的連続性を得られる区域

地籍調査事業を実施中、または既に調査済みの地区に隣接する地区を引

き続き調査することで、面的連続性を確保し調査効果が得られやすい区

域。

② 市内河川洪水浸水想定区域（矢作川・乙川・広田川）

③ 氾濫流区域（洪水浸水区域で流速が早く、木造家屋が倒壊する恐れがあ

る区域。）

④ 平成 20 年８月末豪雨浸水実績区域

⑤ 平成 12 年東海豪雨浸水実績区域

⑥ 土砂災害警戒区域（砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩落危険区域）

⑶ 各地区の点数表

番号 地区名

①
面的連続
性区域

②
浸水

想定区域

③
氾濫区域

④
８月末豪雨
浸水実績

⑤
東海豪雨
浸水実績

⑥
土砂災害
警戒区域

合計点 優先度

1 岩津地区 1 1 1 3 Ｃ
2 西蔵前地区 1 1 1 3 Ｃ
3 北野地区 1 1 2 Ｄ
4 橋目地区 1 1 Ｅ
5 矢作２地区 1 1 2 Ｄ
6 矢作３地区 1 1 1 1 1 5 A
7 井田１地区 1 1 2 Ｄ
8 井田２地区 1 1 1 1 4 Ｂ
9 稲熊１地区 1 1 2 Ｄ
10 稲熊２地区 1 1 1 1 4 Ｂ
11 稲熊３地区 1 1 1 3 Ｃ
12 矢作４地区 1 1 1 1 1 5 A
13 矢作５地区 1 1 2 Ｄ
14 板屋地区 1 1 1 1 1 5 Ａ
15 栄町地区 1 1 1 1 4 Ｂ
16 梅園地区 1 1 1 3 Ｃ
17 中町地区 1 1 Ｅ
18 大和地区 1 1 1 3 Ｃ
19 明大寺３地区 1 1 1 3 Ｃ
20 明大寺４地区 1 1 2 Ｄ
21 根石地区 1 1 1 3 Ｃ
22 洞地区 1 1 2 Ｄ
23 大平地区 1 1 Ｅ
24 赤渋地区 1 1 2 Ｄ
25 牧御堂地区 1 1 1 1 4 Ｂ
26 上和田地区 1 1 1 1 4 Ｂ
27 戸崎地区 1 1 Ｅ
28 小豆坂地区 1 1 2 Ｄ
29 美合地区 1 1 2 Ｄ
30 平地地区 1 1 Ｅ
31 若松１地区 1 1 Ｅ
32 若松２地区 1 1 1 3 Ｃ
33 福岡１地区 1 1 1 3 Ｃ
34 福岡２地区 1 1 1 3 Ｃ
35 中島地区 1 1 1 3 Ｃ



⑷ 優先地区について

各地区の点数付けによる今後優先的に実施する地区は、矢作３地区、矢

作４地区、板屋地区、井田２区、稲熊２地区、栄町地区、牧御堂地区、上

和田地区とします。

なお、他地区においても社会情勢等を考慮し優先的に実施する場合もあ

ります。

５ 実施期間について

調査を適正かつ円滑に実施するため期間及び各年の工程は以下のとおりとし

ます。

１年目

・Ｄ工程 地籍図根多角測量

・Ｅ１工程 一筆地調査（資料収集・素図作成）

２年目

・Ｅ２工程 一筆地調査（現地立会） ・Ｆ１工程 細部図根測量

・ＦＲ工程 復元測量（補助対象外）

３年目

・ＦⅡ-１工程 一筆地測量 ・ＦⅡ-２工程 地籍図原図作成

４年目

・Ｇ工程 地籍測定

・Ｈ工程 地籍簿案の作成、閲覧、修正及び地籍図、地籍簿作成

６ まとめ

今後の地籍調査の実施にあたっては、優先地区を効果的・効率的に調査を進

めます。

また、地籍調査担当職員の知識と経験の蓄積に努め、市民の安心安全なまち

づくりに寄与していきます。


